
平成２６年度２月補正予算(案)のフレーム

１ 第１回定例会提出分 （単位：百万円）

歳 出 歳 入

１ 国補正関連 ７,６２５ １ 県 税 ５,４００
・地域住民生活等緊急支援のための交付金事業 ・現計２,１３１億円

２,５８５ → 補正後２,１８５億円

・地域消費喚起･生活支援型 １,６８０

・地方創生先行型 ９０５ ２ 地方譲与税 ３,１００
・公共事業 ３,６７３

・その他 １,３６７ ３ 地方交付税 △９,５７２
・心身障害児(者)施設整備費補助 ３７１ ・普通交付税 ５１２

・森林整備加速化･林業再生 ４６７ ・特別交付税（大雪関連）△１０,０８４

・担い手への農地集積・集約化 ４８２

・新規就農者確保 ４７ ４ 国庫支出金 △１０,０１４
・地域住民生活等緊急支援

２ その他 △３８,００４ のための交付金 ２,５８５

・補助公共事業費 △４,５８３ ・その他 △１２,５９９

・単独公共事業費 △１,４９０

・大雪被害対策 △１６,８５０ ５ 繰 入 金 △７,９０３
・その他の不用額等 △１５,０８１ ・財政調整基金繰入 △５,５００

・減債基金繰入 △６,２００

・地域振興基金繰入 ８,８６４

・経済危機対策関連基金繰入 △５,１５５

・その他の繰入 ８８

６ 県 債 △９,１４２
・臨時財政対策債 ８０３

・行政改革推進債 ２,７００

・補正予算債 １,７３４

・その他の県債 △１４,３７９

７ そ の 他 △２,２４８

計 △３０,３７９ 計 △３０,３７９

※ ２月補正後の予算額 ７０５,６６５百万円 （対前年度比１０３.３％）

２ 知事による専決処分(２月３日付)分 ※ 地方自治法１７９条に基づくもの（単位：百万円）

ゼロ県債 （２,０００） ※ ゼロ県債は１１月補正分とあわせて、
（環境森林部100、県土整備部1,900） 計４５億円

ゼロ国債 （６２７）
（環境森林部517、農政部50、県土整備部60）

計 （債務負担行為２,６２７）

※ ゼロ県債とは、単独公共事業について、本年度分の支出のない（＝ゼロの）県の債務負担行為を指し、
．．．． ．． ． ．

翌年度予算に係る工事を本年度に前倒し発注することで、公共事業の平準化及び工事の早期完了・代金の
早期支払いを図ることにより景気浮揚を図るものであり、本県では特に中小企業を対象とした工事で実施
している。
また、ゼロ国債は、国が債務負担行為を設定した補助公共事業で、ゼロ県債と同様に工事の前倒し発注
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を行うものである。


